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 (Ver.1.02) 

株式会社アソシエーションオフィス 

株式テクニカルトレードベーシック講座 利用規約 

（以下「本規約」という） 

 

（規約の適用）  

第１条 本規約は、株式会社アソシエーションオフィス（以下「当社」という）がイ

ンターネット上で運営する株式テクニカルトレードベーシック講座 （以下「本

サービス」という）を第４条に規定する利用者（以下「利用者」という）が利

用する場合の一切に適用されます。  

２．本サービスの利用申込者および利用者は、当社が利用を承認した時点で、本

規約の内容を承諾しているものとみなされます。  

 

（利用者への通知）  

第２条 当社から利用者への通知は、別段の定めのない限り、通知内容を電子メール、

書面又は当社のホームページに掲載するなど、当社が適当と判断する方法によ

り行います。  

２．前項の規定に基づき、当社から利用者への通知を電子メールの送信又は当社

のホームページへの掲載の方法により行う場合には、利用者に対する当該通知

は、それぞれ電子メールの送信又はホームページへの掲載がなされた時点から

効力を生じるものとします。  

 

（規約の変更）  

第３条 当社は利用者の了承を得ることなく本規約を変更することがあります。この

場合、本サービスの利用条件は変更後の規約になります。  

２．変更後の規約は、前条の規定により利用者へ通知するものとし、別段の利用

者からの異議申し立てがない限り、通知日をもって利用者が同通知の内容に同

意したものとみなします。  

  

（利用者）  

第４条 利用者とは以下のいずれかに該当する者をいいます。 

（1） 当社に対し本サービスへの利用を申し込み当社がこれを承認し 

た者。 

（2） 当社が別途定める方法により本サービスの利用を承認した者。  

２．利用者は、当社が利用を承認した時点で本規約の内容を全て承諾しているも

のとみなします。  

 

（利用の承認と不承認）  

第５条 当社は、別途定める方法にて利用申込を受け付け、必要な審査・手続等を経

た後に利用を承認します。  

２．当社は、利用申込者が以下のいずれかに該当する場合、その者の利用を承認

しないことがあります。 



  - 2 - 

（1） 利用申込者が実在しない場合。 

（2） 利用申込者が既に利用者になっている場合。 

（3） 利用申込の際の申告事項に、虚偽の記載、誤記入または記入漏れがあ

った場合。 

（4） 利用申込者が過去に本規約の違反を行っている場合。 

（5） 利用申込者が未成年者、成年被後見人、被補佐人または被補助人のい

ずれかであり、入会申込の手続が成年後見人によって行われておらず、

または入会申込の際に法定代理人、補佐人もしくは補助人の同意を得

ていなかった場合。 

（6） その他当社が不適切と判断した場合。  

 

（反社会的勢力ではないことの表明保証等） 

第５条の２ 利用者および利用申込者は、自己が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆ

る総会屋等の反社会的勢力（平成１６年警察庁次長通達「組織犯罪対策要

綱」において定義する暴力団等をいう。以下、本規約において「反社会的

勢力」という。）ではないことを、当社に対し表明し、利用者および利用申

込者はこれを保証します。 

２．利用者および利用申込者が前項で表明保証した内容に違反した場合、当

社は第５条の４の規定に基づき、利用者および利用申込者の利用を当然に

拒絶できることとし、当社はこれに伴う一切の損害賠償義務を負わないこ

とを、利用者および利用申込者は確認し承諾します。なお、当該利用拒絶

に伴って、当社に損害が発生した場合には、利用者および利用申込者はそ

の損害を賠償する義務を負うことも合わせて確認し承諾します。 

 

（利用の拒絶） 

第５条の３ 当社は、利用者および利用申込者が以下のいずれかに該当する場合には、

本規約に基づく利用申込に応じないものとします。 

（1） 利用者および利用申込者が反社会的勢力に該当すると当社が認めると

き。 

（2） 利用者および利用申込者が当社に対して暴力的な要求行為、法的な責

任を超えた不当な要求等を行ったとき。 

 

（自動的かつ強制的かつ即時の利用承認の取消し） 

第５条の４ 利用者および利用申込者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、

本規約に基づく利用承認は自動的かつ強制的かつ即時に取消されるものと

します。 

（1） 利用者および利用申込者が反社会的勢力に該当すると当社が認め、当

社が利用承認の取消しを申し出たとき。 

（2） 利用者および利用申込者が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不

当な要求等を行い、当社が利用承認を継続しがたいと認めて、その取

消しを申し出たとき。 

２．本条に基づく利用承認の取消しの場合は、利用者および利用申込者は当
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社に対し、理由の如何を問わず損害賠償、違約金、慰謝料など名目の如何

を問わず、損失補てん、利益供与、その他の財物提供など一切の請求をす

ることができないものとします。 

 

（変更の届出）  

第６条 利用者は、当社への届出内容に変更があった場合、速やかに当社所定の方法

で変更の届出をするものとします。  

２．前項の届出がなかったことにより利用者が不利益を被った場合、当社は一切

その責任を負いません。  

３．利用者の姓、生年月日等、（法人の場合は法人名等）基本的に変更の必要が

ない項目に関しては、婚姻による姓の変更等（法人の場合は法人名の変更等）

当社が認めた場合を除いて原則的に変更できないものとします。  

  

（提供サービスおよび制限事項）  

第７条 当社は、利用者に対しインターネットまたはその他の手段を通じて各種コー

スおよびそれに付帯するサービスを提供します。  

２．当社は本規約に基づき利用者に提供する本サービスにおいて、金融商品取引

法（昭和２３年法律第２５号）に規定する投資助言業務に該当する行為は、一

切提供いたしません。 

 

（サービスの利用料金）  

第８条 利用者は、本サービスを利用するにあたり当社が別途定める本サービスの利

用料金を支払うものとします。  

２．利用料金は、一括前払いにて、当社が別途指定する方法により、その全額を

お支払いいただくものとします。 

３．当社は利用者より支払われた料金については、次条の定め（開校日までの契

約の解除）が適用される場合を除き、いかなる事由によっても返還しないもの

とします。  

 

（開校日までの契約の解除） 

第８条の２ 本サービスの契約について、本規約に同意した日から当社が別途指定す

る開校日の前日までの間に限って、利用者は下記の定めに基づき契約を解

除できることとし、その取扱いは以下のとおりとします。 

(1) 本条の定めに基づく契約の解除は必ず書面で行使しなければならず、

この場合、利用者が契約の解除を行う旨の書面を発した時に、その効

力が生じるものとします。 

(2) 本条の定めに基づく契約の解除に伴う利用料金の精算は、次のとお

りとします。 

■本条の定めに基づき契約を解除された場合は、その利用料金はい

ただきません。その時に利用料金の前払いがある時は、その前払い

された金額の全額をお返しいたします。 

■損害賠償、違約金はいただきません。 
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  ２．当社が別途指定する開校日以降においては、前項の規定は、いかなる事由に

よっても適用されないものとします。 

 

（IDおよびパスワードの発行）  

第９条 当社は、利用申込者の利用を承認した場合、前条に規定する本サービスの利

用料金のご入金確認後、利用者に対し IDおよびパスワードを発行します。  

２．IDおよびパスワードの発行をもって、当社と利用者間の本サービスに係る契

約は有効に成立したものとします。 

 

（サービスの利用の許諾）  

第 10条 当社は、利用者に対する IDおよびパスワードの発行をもって本サービスの

利用を当該利用者に対し、別途定められた利用期間において許諾するものと

します。当該利用者は本サービスを本規約に定める条件に従って指定された

利用期間に限り利用することができるものとします。  

２．当社は、利用者に対する ID およびパスワードの発行、利用期間の通知な

らびに本サービスの利用許諾を電子メールの送信または当社が適当と判断

する方法により通知します。  

 

（サービスの利用中止）  

第11条 利用者は、当社所定の届け出方法により、いつでもトラップトレード講座 も

しくは個々のコースの受講を中止することができるものとします。ただし、

その場合でも、第８条第３項の規定が適用されるものとします。  

 

（サービスの利用終了）  

第 12 条 当社は、利用者に対し通知した利用期間を経過した時点で、当該利用者に

対するサービスを終了するものとします。 ただし前条による場合において

は、利用期間満了前であっても、届出日をもってサービスを終了するものと

します。 

 

（IDおよびパスワードの停止）  

第 13 条 当社は、利用申込の承認後であっても、当社が承認した利用者が本規約の

規定に違反した場合または第１１条ならびに第１２条の規定による場合に

おいては、当該利用者に対する通知をもって、利用申込の承認を取り消し、

発行済みの IDおよびパスワードを停止することができます。  

 

（広告等）  

第 14 条 当社は、本サイト上に当社又は第三者の提供する広告を掲載することがあ

ります。広告内容は広告提供者の責任で掲載されるものであり、当社は広告

内容の正確性等について、いかなる保証も行わず、一切責任を負わないもの

とします。  

２．当社は、本サイト上で利用者に対してアンケート調査等を行うことがあり

ます。調査結果については第２７条及び第２８条を適用します。  
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（IDおよびパスワードの管理責任）  

第 15 条 利用者は、自己の IDおよびパスワードの使用および管理について一切の責

任を負うものとします。  

２．当社は、利用者の ID およびパスワードが第三者に使用されたことによっ

て当該利用者が被る損害について、当該利用者の故意過失の有無にかかわら

ず一切責任を負いません。  

３．利用者は、自己の設定したパスワードを失念した場合、または ID および

パスワードが盗まれたり、第三者に使用されたりしていることを知った場合

には、直ちに当社に申し出るものとし当社の指示に従うものとします。  

４．当該 ID およびパスワードによりなされた本サービスの利用は、当該利用

者によりなされたものとみなし、当該利用者は利用料その他の債務の一切を

負担するものとします。  

 

（設備等の準備）  

第 16 条 利用者は、本サービスを利用するために必要な通信機器、ソフトウェア、

その他これらに付随して必要となる全ての設備を準備し、本サービスが利用

可能な状態に置くものとします。  

２．利用者は、自己の費用と責任において、インターネットにより本サービス

に接続するものとします。  

３．教材、プラグインソフトなどのダウンロードについては利用者の責任で実

施するものとし、その結果生じる損害については利用者負担とします。  

 

（自己責任の原則）  

第 17条 利用者は、自己の IDおよびパスワードにより本サービスを利用してなされ

た一切の行為およびその結果について当該行為を自己がしたか否かを問わず

責任を負います。  

２．利用者は、本サービスの利用に伴い第三者からの問合せ、クレーム等が通

知された場合は自己の責任と費用負担をもって処理解決するものとします。  

３．利用者は、第三者の行為に対する要望、疑問もしくはクレームがある場合

は、当該第三者に対し直接その旨を通知するものとし、その結果については

自己の責任と費用負担をもって処理解決するものとします。  

４．利用者は、本サービスの利用により当社または第三者に対して損害を与え

た場合、自己の責任と費用負担をもって損害を賠償するものとします。  

 

（運用の責任等） 

第 17 条の２ 投資資産の運用は、利用者の意思に基づき利用者によって行われるも

のであり、当社が提供するサービスの一切は、利用者の行動あるいは意

思決定を拘束するものではありません。 

２．当社は、利用者の投資資産における運用の結果生じた損害の全部若しく

は一部の負担、又は利用者に対する特別の利益の提供は一切いたしませ

ん。 
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（その他の禁止事項）  

第 18条 利用者は、本サービス上で以下の行為を行うことが禁止されています。 

（1） 当社の秘密事項（※）が記載又は記録されたすべての文書、図面その

他の書類または電磁的、光学的記録媒体等を、複写、頒布し、あるい

は第三者に開示、譲渡をする行為。 

（2） 当社の秘密事項（※）を、利用者自らの投資資産を運用する目的以外

の目的に使用する行為。 

（3） IDおよびパスワードを不正に使用する行為。 

（4） 本サービスを通じて、または本サービスに関連してコンピュータウィ

ルス等の有害なプログラムを使用もしくは提供する行為。 

（5） コンテンツの全部または一部の修正およびコンテンツを基にした派生

的制作物を作成する行為。  

（6） 当社の商標権等の知的財産権を侵害する行為、または侵害するおそれ

のある行為。  

（7） 本サービスを通じて入手したデータ、情報、文章、ソフトウェア等に

関し、著作権法で認められた私的利用の範囲を超え複製、販売、出版

等を行う行為。 

（8） 第三者の財産、プライバシーもしくは肖像権を侵害する行為、または

侵害するおそれのある行為。  

（9） 第三者を差別もしくは誹謗中傷しまたは第三者の名誉もしくは信用を

毀損する行為。  

（10） 犯罪的行為または犯罪的行為に結び付く行為、もしくはそのおそれ

のある行為。  

（11） 性風俗、宗教、政治に関する活動。 

（12） 上記各号の他、法令、本規約もしくは公序良俗に違反する行為、本

サービスの運営を妨害する行為、当社の信用を毀損、もしくは財産を

侵害する行為、または当社に不利益を与える行為。 

（13） 上記各号のいずれかに該当する行為を助長する行為。 

（14） その他、当社が不適切と認める行為。  

※「当社の秘密事項」とは、文書、図面、その他書類に記載され、も

しくは電磁的又は光学的に記録され、あるいはインターネットを使

用して利用者に提供される、当社の保有する当社の技術上、営業上

その他当社の業務上の一切の知識および情報であって、当社が利用

者に開示した時点において当社が秘密として取り扱っているもの

をいいます。ただし、次の各号の一に該当するものを除きます。 

１）利用者が当社より開示を受けた時点においてすでに公知と

なっているもの 

２）利用者が当社より開示を受けた後に利用者の故意又は過失

によらず公知となったことを利用者が証明できるもの 

３）利用者が当社より開示を受ける前に利用者が自ら知得し、

または正当な権利を有する第三者より正当な手段により入
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手していたことを利用者が証明できるもの 

２．利用者は前項各号の規定に違反し、当社に損害を与えた場合はその損害を

賠償する責任を負うこととします。 

３．前項の規定（損害賠償規定）は、本規約に基づく利用が終了した後も、有

効に存続するものとします。 

 

（利用資格の中断・取り消し）  

第 19 条 利用者が前条の項目に該当する場合、当社は事前に通知することなく直ち

に当該利用者の利用資格を中断または将来に向かって取り消すことができる

ものとします。  

２．当社は、前項の措置を取ったことにより当該利用者が本サービスを利用で

きず、これにより損害が発生したとしてもいかなる責任も負わないものとし

ます。  

 

（サービス条件）  

第 20 条 当社は、本サービスの運営に関し、本サービスの利用を監視し、必要と認

める場合、自己の裁量において本サービスへのアクセスを制限することがで

きます。  

２．当社は、本サービス上の掲示板等において当社が不適切と認める書込み等

を自己の裁量において削除することができるものとします。  

 

（サービス内容等の変更）  

第 21 条 当社は、利用者への事前の通知なくして本サービスの内容、名称を変更す

ることがあります。  

 

（サービスの一時的な中断）  

第 22 条 当社は、以下のいずれかの事由が生じた場合には、利用者に事前に通知す

ることなく一時的に本サービスを中断することがあります。 

（1） 本サービス用設備等の保守を定期的または緊急に行う場合。 

（2） 火災、停電等により本サービスの提供ができなくなった場合。 

（3） 地震、噴火、洪水、津波等の天災により本サービスの提供ができなく

なった場合。 

（4） 戦争、動乱、暴動、騒乱、労働争議等により本サービスの提供ができ

なくなった場合。 

（5） 当社が監督行政庁による指導、処分もしくは命令等を受けたことによ

り本サービスの提供ができなくなった場合。 

（6） その他、運用上または技術上当社が本サービスの一時的な中断が必要

と判断した場合。  

 

 

（サービス提供の中止）  

第 23 条 当社は、事前通知をした上で本サービスの全部または一部の提供を中止す



  - 8 - 

ることがあります。ただし、事前通知について緊急やむを得ない場合はこの

限りではありません。  

２．当社は、前条またはその他の事由により本サービスの提供の遅延または中

断等が発生したとしても、これに起因する利用者または第三者が被った損害

について一切責任を負わないものとします。  

 

（損害賠償の範囲）  

第 24 条 当社は、当社の責に帰すべき事由により、この規約に基づく債務を履行し

なかった場合、当該不履行により利用者に現実に発生した損害につき、当該

損害の直接の原因となったトラップトレード講座 の利用料金相当額を限度

として、賠償責任を負うものとします。ただし、第５条の２から第５条の４

の規定に基づく事由から生じた損害、当社の責に帰すことができない事由か

ら生じた損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害、逸失

利益については、当社は賠償責任を負わないものとします。  

 

（免責）  

第 25 条 当社は、前条に定める場合を除き、利用者がトラップトレード講座 の利用

に関して被った損害については、債務不履行責任、不法行為責任、その他の

法律上の責任を問わず賠償の責任を負わないものとします。  

 

（個人情報の定義）  

第 26 条 この利用規約において個人情報とは、利用者がトラップトレード講座 の利

用申込時もしくは個々のコースの受講申込時に当社に届け出た利用者の氏名、

メールアドレス、住所等の情報をいいます。  

 

（個人情報の利用目的）  

第 27条 当社は、個人情報につき、トラップトレード講座 の円滑な提供、利用者の

管理、利用料金の請求ならびにサービスの向上を目的とした調査、検討、企

画、広告勧誘活動等の目的のためにのみ利用するものとし、その他の目的に

は一切使用しないものとします。  

 

（個人情報の取り扱い）  

第 28 条 当社は、本サービスによる個人情報を、個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号）などの関係法令等に基づき管理するものとします。  

２．当社は、当社の責任において、個人情報を、不正な使用、アクセス、開示、

改変又は破棄から合理的な方法で保護するものとし、セキュリティ保護のた

めに、アクセス管理、その他の方法を適宜使用するものとします。  

３．当社は、当社の責任において、事故の拡大防止や収拾のために必要な合理

的措置を講じるものとします。ただし、当社の責に帰すことができない事由

から生じた損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害およ

び逸失利益については、当社は責任を負わないものとします。  
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（第三者への開示）  

第 29 条 当社は、事前に利用者から同意を得た場合もしくは法令の規定に基づき開

示を求められた場合を除き、個人情報を第三者に開示、漏洩しないものとし

ます。  

２．前項にかかわらず、当社は、トラップトレード講座 の一環として、Ｑ＆Ａ

対応、システム運用等の作業の一部を第三者（以下「委託先」という）に委

託する場合は、本章に定めるのと同等の義務を当該委託先に課したうえで、

当該委託先に対し個人情報を開示できるものとします。  

 

（秘密保持義務）  

第 30 条 利用者および当社は、相手方の書面による承諾なくして、本契約に関連し

て相手方から開示された相手方固有の技術上、販売上その他業務上の秘密を、

本契約期間中はもとより、本契約終了後も第三者に対しては開示、漏洩しな

いものとします。  

２．前項にかかわらず、利用者および当社は、裁判所の決定、行政機関等の命

令・指示等により秘密情報の開示を要求された場合または法令等に定める場

合は、必要な範囲内と認められる部分のみを開示することが出来るものとし

ます。  

３．第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は秘密情

報から除外するものとします。 

（1） 開示の時点で既に公知のもの、または開示後情報を受領した当事者の

責によらずして公知となったもの 

（2） 開示を行った時点で既に相手方が保有しているもの 

（3） 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの 

（4） 相手方からの開示以降に開発されたもので、相手方からの情報によら

ないもの 

  

（知的財産権）  

第 31 条 本サービスを提供するためのシステムおよび本サービスにおいて、当社が

利用者に提供する一切の著作物に関する著作権（著作権法第 27条および第 28

条の権利を含みます）および著作者人格権ならびにそれに含まれるノウハウ

等の知的財産権は、当社またはその供給者に帰属します。  

２．利用者は、前項に定める著作物等を、以下の通り取り扱うものとします。 

（1） 本契約にしたがって本サービスを利用するためにのみ使用すること 

（2） 複製、改変、頒布等を行わず、またリバースエンジニアリング、逆コ

ンパイルまたは逆アセンブルを行わないこと 

（3） 営利目的の有無にかかわらず、第三者に貸与、譲渡、担保設定等しな

いこと 

（4） 当社またはその供給者が表示した著作権・商標等を削除または変更し

ないこと  

 

（権利義務譲渡の禁止）  
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第 32 条 利用者は、利用者として有する権利又は義務の一部又は全部を第三者に譲

渡、売買、名義変更、質権の設定その他の担保に供する等の行為はできない

ものとします。  

 

（協議等）  

第 33 条 本サービスに関連して利用者と当社との間で紛争が生じた場合には、当該

当事者がともに誠意をもって協議するものとします。  

 

（合意管轄）  

第 34 条 利用者と当社の間で訴訟の必要が生じた場合、東京地方裁判所を利用者と

当社の第一審の専属的合意管轄裁判所とします。  

 

（準拠法） 

第 35 条 本サービスの契約の成立、効力、履行および解釈に関する準拠法は、日本

国法とします。  

 

附則 

この規約は２０２２年４月１５日より施行する。 

 


